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医療分 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 492 億 1 千万円】 

 
県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 380 億 6千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 111 億 5 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分） 
 
  

事業費納付金(d)（医療分）  
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

【1】 

 
被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8762715881877 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費【2】 

（市町村の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 
保険料で集める額 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8762715881877（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

医 療 分 

事業費納付金 

(d) 

納付金対象外経費 

【1】 

 浜田市に直接 

入る公費 

【2】 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 

(s) 
調整後の必要保険料額 

869,951,532 円 127,448,000 円 ＝ 339,505,413 円 

(e) 657,894,119 円＝       

軽減額【3】86,033,510 円    

＋(f) 571,860,609 円 → 97.63％ 585,742,711 円 

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 

α 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（医療分） 

  

標準保険料率 令和7年度 令和7年度 増減額

基礎F 算定ベース（仮係数） 当初予算計上額（仮係数） 保険料所要額積算（本係数） （積算額－当初予算額）

(d) 856,177,194 856,178,000 869,951,532 13,773,532 決定通知額のとおり

保健事業費 43 ＋ 23,789,278 12,572,000 12,572,000 0 

直診勘定操出金 44 ＋ 28,248,000 28,237,000 28,237,000 0 予算と同額を計上

出産育児諸費 45 ＋ 6,002,520 5,503,000 5,503,000 0 予算と同額を計上

葬祭諸費 46 ＋ 3,000,000 2,700,000 2,700,000 0 予算と同額を計上

育児諸費 47 ＋ 0 0 0 なし

その他保険給付 48 ＋ 0 1,000 1,000 0 

条例減免に要する費用(保険料分) 49 ＋ 2,033,416 0 0 減免分は当初予算計上していない

条例減免に要する費用(一部負担金分) 50 ＋ 0 0 0 なし

医療費適正化対策費用 51 ＋ 0 6,617,000 6,617,000 0 予算と同額を計上　（細事業「医療費適正化事業」）

特定健康診査等に要する費用 52 ＋ 53,852,000 62,312,000 62,312,000 0 予算と同額を計上　（目「特定健康診査等事業費」）

その他基金（返済分） 61 ＋ 0 0 0 なし

その他基金（積立分） 62 ＋ 0 0 0 なし

総務管理費（保険料転嫁分） ＋ 7,692,000 7,692,000 0 予算と同額を計上

一時借入金利子 ＋ 1,000 1,000 0 予算と同額を計上

予備費（保険料転嫁分） ＋ 0 0 予備費の財源は国保基金のため0

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 1,813,000 1,813,000 0 レセプト点検事業＋レセプト電算処理手数料

加算額合計 【1】 116,925,214 127,448,000 127,448,000 0 

保険者支援制度（医療分） 24 － 53,026,870 54,973,000 51,421,413 ▲3,551,587 

算定可能な特別調整交付金 － 80,575,000 92,834,000 91,652,000 ▲1,182,000 現時点の見込み額を計上　（特別調整交付金分（市町村向け））

算定可能な県繰入金 － 33,501,493 38,158,000 38,158,000 0 予算と同額を計上　（県繰入金（2号分））

保険者努力支援制度 27 － 13,609,000 25,890,000 25,890,000 0 予算と同額を計上　（保険者努力支援分）

特定健康診査等負担金 28 － 14,436,202 13,656,000 13,656,000 0 予算と同額を計上　（特定健康診査負担金）

激変緩和分（県繰入金の一部） － 0 0 0 なし

過年度の保険料収納見込額 29 － 19,183,851 6,515,000 6,515,000 0 当初予算計上時の試算額

出産育児一時金繰入金 30 － 4,000,000 3,667,000 3,667,000 0 予算と同額を計上（一時金給付見込額の2/3）

財政安定化支援事業（負担能力） 31 － 63,551,000 63,551,000 63,551,000 0 予算と同額を計上

財政安定化支援事業（過剰病床） 32 － 0 0 0 0 予算と同額を計上

財政安定化支援事業（年齢構成差） 33 － 21,282,000 21,282,000 21,282,000 0 予算と同額を計上

一般会計繰入金（地単カット分） － 21,407,126 22,102,000 22,102,000 0 予算と同額を計上（県分と市分の合計）

その他に見込む交付金等収入 － 1,611,000 1,611,000 0 予算額と同額を計上

減算額合計 【2】 324,572,542 344,239,000 339,505,413 ▲4,733,587 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋【1】－【2】） (e) 648,529,866 639,387,000 657,894,119 18,507,119 

収納率 (s) 97.63% 97.63% 97.63% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 664,273,139 654,908,327 673,864,713 18,956,385 

保険料軽減見込額（医療分） 34 【3】 100,744,725 104,254,000 86,033,510 ▲18,220,490 新年度所得で賦課したデータを使用する（低所得+子ども）

軽減後保険料収納必要額（(e)－【3】） (f) 547,785,141 535,133,000 571,860,609 36,727,609 

7,498人 7,498人 0人 

71,370円 76,268円 4,898円 

73,103円 78,120円 5,017円 

548,123,528円 585,742,711円 37,619,184円 

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（医療分）

事
業
費
納
付
金
に
加
算
す
る
項
目

事
業
費
納
付
金
か
ら
減
算
す
る
項
目

被保険者見込数(n)        
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支援金分 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 73 億 5 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 38 億 7千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 34 億 8千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分） 
 
  

事業費納付金(d)（支援金分） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.8775556930796 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費【2】 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8775556930796（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

支援金分 

事業費納付金 

(d) 

 浜田市に直接 

入る公費 

【2】 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 

(s) 
調整後の必要保険料額 

249,433,639 円 ＝ 23,892,830 円 

(e) 225,540,809 円＝    

軽減額【3】35,581,230円    

＋(f) 189,959,579 円 → 97.63％ 194,570,910 円 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（支援金分） 

 

  

標準保険料率 令和7年度 令和7年度 増減額

基礎F 算定ベース（仮係数） 当初予算計上額（仮係数） 保険料所要額積算（本係数） （積算額－当初予算額）

(d) 239,699,660 239,700,000 249,433,639 9,733,639 決定通知額のとおり

条例減免に要する費用 ＋ 1,005,000 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 

加算額合計 【1】 1,005,000 0 0 0 

保険者支援制度（支援金分） 25 － 26,461,064 22,766,000 21,376,830 ▲1,389,170 

過年度の保険料収納見込額 － 2,516,000 2,516,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 0 なし

減算額合計 【2】 26,461,064 25,282,000 23,892,830 ▲1,389,170 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋【1】－【2】） (e) 214,243,596 214,418,000 225,540,809 11,122,809 

収納率 (s) 97.63% 97.63% 97.63% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 219,444,429 219,623,067 231,015,885 11,392,819 

保険料軽減見込額（支援金分） 35 【3】 51,667,375 42,668,000 35,581,230 ▲7,086,770 

軽減後保険料収納必要額（(e)－【3】） (f) 162,576,221 171,750,000 189,959,579 18,209,579 

7,498人 7,498人 0人 

22,906円 25,335円 2,429円 

23,462円 25,950円 2,488円 

175,919,287円 194,570,910円 18,651,622円 

備　　　　考

事業費納付金額（支援金分）

支援金分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目

加
算
項
目

減
算
項
目

被保険者見込数(n)        

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)
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介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 21 億 6 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 11 億 2千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 10 億 4千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金(d)（介護分） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.9067331814722  (※) 

（48％） 

＜応益部分＞ 

1 

（52％） 

浜田市に直接入る公費【2】 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.9067331814722（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

介 護 分 

事業費納付金 

(d) 

 浜田市に直接 

入る公費 

【2】 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 

(s) 
調整後の必要保険料額 

70,410,559 円 

＝ 

6,699,785 円 

(e) 63,710,774 円＝    

軽減額【3】9,351,360円    

＋(f) 54,359,414 円 → 97.63％ 55,679,006 円 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 

所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（介護分） 

 
 

 

 

標準保険料率 令和7年度 令和7年度 増減額

基礎F 算定ベース（仮係数） 当初予算計上額（仮係数） 保険料所要額積算（本係数） （積算額－当初予算額）

(d) 77,231,572 77,232,000 70,410,559 ▲6,821,441 決定通知額のとおり

基盤安定繰入金（介護分退職） ＋ 0 0 0 

条例減免に要する費用 ＋ 39,000 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 なし

加算額合計 【1】 39,000 0 0 0 

保険者支援制度（介護分） 26 － 6,565,931 6,024,000 5,349,785 ▲674,215 

過年度の保険料収納見込額 － 1,350,000 1,350,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 0 0 なし

減算額合計 【2】 6,565,931 7,374,000 6,699,785 ▲674,215 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋【1】－【2】） (e) 70,704,641 69,858,000 63,710,774 ▲6,147,226 

収納率 (s) 97.63% 97.63% 97.63% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 72,421,019 71,553,826 65,257,374 ▲6,296,452 

保険料軽減見込額（介護分） 36 【3】 13,218,500 11,934,000 9,351,360 ▲2,582,640 

軽減後保険料収納必要額（(e)－【3】） (f) 57,486,141 57,924,000 54,359,414 ▲3,564,586 

2,045人 2,045人 0人 

28,325円 26,582円 ▲1,743円 

29,012円 27,227円 ▲1,785円 

59,330,124円 55,679,006円 ▲3,651,117円 

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（介護分）

加
算
項
目

減
算
項
目

介護2号被保険者見込数 (n)        


